
法第349条の３第 　項　
法附則第15条第　　項 第　　号
　　　　　条第　　項　

＊　評価額欄は全資産申告の場合のみ記入してください

8

法第349条の３第 　項　
法附則第15条第　　項 第　　号
　　　　　条第　　項　

6

7

法第349条の３第 　項　
法附則第15条第　　項 第　　号
　　　　　条第　　項　

5
法第349条の３第 　項　
法附則第15条第　　項 第　　号
　　　　　条第　　項　

法附則第15条第　　項 第　　号
　　　　　条第　　項　

4
法第349条の３第 　項　
法附則第15条第　　項 第　　号
　　　　　条第　　項　

月

取得年月

法第349条の３第 　項　

こ の 届 出 に 応 答
す る 者 の 連 絡 先

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（ フ リ ガ ナ ）
所 有 者 氏 名

（屋号　　　　　　　　　　　　　　　）

事 業 種 目
（ 資 本 金 等 の 額 ）

申告書等送付番号

特例
ｺｰﾄﾞ

法附則第15条第　　項 第　　号
　　　　　条第　　項　

法第349条の３第 　項　

課
税
標
準
特
例
該
当
資
産
届
出
書
兼
明
細
書

※　太線内を記入してください。

※　一般申告（増減申告）の場合は新たに特例適用の対象となった資産を、全資産申告の場合は対象資産すべてを記入してください。記入する枠が足りない場合には別紙でも構いません。

特 例 適 用 条 項

2

年
号

年

資産
の

種類

法第349条の３第 　項　
法附則第15条第　　項 第　　号
　　　　　条第　　項　

評 価 額

3

行

数
物 件 番 号

年度償却資産課税標準特例該当資産届出書兼明細書

耐用
年数

取 得 価 額

1

資 産 の 名 称 等

資 産 所 在 地
課 税 分 の 申 告 方 法
（どちらか一方に○）

全資産申告　・　一般申告
（電算申告）　　（増減申告)

　年　　　月　　　日

横　浜　市　長

（　　　　　　　区分）

（ フ リ ガ ナ ）
所 有 者 住 所

（又は納税通知書送達先）

特

法人にあってはその名称

及び代表者の氏名

＊


